
第７次福島県総合教育計画の策定に向けて

１ 第６次福島県総合教育計画策定後の社会の変化

資料１－２

令和2年2月13日

○考 え 方 ・・・ 「誇り（プライド）」 「連携・共働（共創）」 「挑戦（チャレンジ）」、「一人ひとりの思いを大切に」

○重要な視点 ・・・ 複合災害からの復興・地方創生
人口減少・少子高齢社会への対応
（上記２点を取り込む）基盤となる人づくり
ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の考え方との整合
Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０（第５の新たな社会）への対応
一極集中ではなく、自立分散型の県づくり
国土強靱化（防災・減災、災害からの速やかな復旧・復興）

○社会経済情勢の変化・・・人口減少・少子高齢化のさらなる進行、過疎化、生徒の学習ニーズの多様化 等

○東日本大震災と原子力災害からの復興・再生

２ 上記１を踏まえた、本県ならではの教育の推進

○福島イノベーション・コースト構想の実現に貢献する人材育成、創造的復興教育、福島県地域学校活性化推進構想 等

３ 次期福島県総合計画で検討中の「基本的な考え方」や「留意すべき重要な視点」等
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施策１ 子どもたちの豊かなこころをはぐくみます

成 果 課 題

・体験活動事業等を通して、達成感や自信、郷土を思う気持ちや
自己肯定感が高まった。
※アンケート結果 〈自信〉 〈郷土を思う気持ち〉

事前 事後 事前 事後
H２７（300人） ４３．２％ ５７．１％ ６８．３％ ７７．９％
H２８（500人） ３０．０％ ３７．０％ ６１．７％ ７１．０％
H２９（500人） ３０．０％ ３７．６％ ６２．２％ ７０．９％
H３０（500人） ３３．４％ ４１．２％ ５９．９％ ７０．４％
（５段階評価で、肯定的な評価である評価５及び４を選択した人の割合）

（対象： 体験活動に参加した小学生・中学生・高校生から抽出 ）

・積極的な認知によるいじめ件数や不登校児童生徒数が増加傾
向にあることから、これまで以上に一人一人の児童生徒に対する
きめ細かな指導や教員の研修を充実させることが必要である。
※資料１－３ １、２ページ 指標３、６参照

基本目標１ 知・徳・体のバランスのとれた、社会に貢献する自立した人間の育成

４ 第６次福島県総合教育計画の主な成果と課題

施策２ 子どもたちの健やかな体をはぐくみます

成 果 課 題

・ 原発事故後の県の児童生徒の体力低下について、ふくしまっ子
体力向上総合プロジェクトの各事業の実践による効果もあり、平
成３０年度は小学５年女子、中学２年女子が目標値を大きく上回り
過去最高の実績値となった。また、中学２年男子も目標値を上回
り、過去最高の実績値となるなど、原発事故前の水準を回復し、さ
らに向上している。
※資料１－３ ３ページ 指標１３参照

・肥満傾向児の出現率が高いことや、１週間の総運動時間や運動
「好き」の割合が全国平均を下回っていることから、運動の楽しさ
や運動に親しむ習慣を身につけさせる必要がある。
※肥満児童生徒の推移 ５歳 ４．６３％（全国２．７７％）

１０歳 １１．８３％（全国９．５７％）
１５歳 １３．２９％（全国９．８１％）
（令和元年度福島県学校保健統計速報）

１週間の総運動時間 小５男子 ４４７．２分（全国５５６．８分）
小５女子 ３０７．６分（全国３４８．９分）
中２男子 ８００．８分（全国８１７．５分）
中２女子 ６０４．８分（全国５９６．０分）

運動「好き」割合 小５男子 ６８．７％（全国７１．２％）
小５女子 ５３．９％（全国５５．６％）
中２男子 ６１．７％（全国６２．５％）
中２女子 ４４．３％（全国４６．８％）

（令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査の全国平均値との比較）２



施策３ 子どもたちの生き抜く力を支える「確かな学力」を身につけさせます

成 果 課 題

・「教科担任制」「タテ持ち」の指導体制等の工夫を進めた学校で
一定の成果が上がっている。

・全国学力学習状況調査では、中学校数学、英語で全国平均を
下回るなどの課題がある。
※ 中学数学 福島県 ５７ 全国 ５９．８

中学英語 福島県 ５３ 全国 ５６．０
（令和元年度全国学力・学習状況調査 平均正答率）

・「ふくしま学力調査」により、一人一人児童生徒の学力の伸びが
経年で把握できるようになることから、今後は生活習慣と学力と
の相関やつまずきの原因などを含めた総括的な分析により、指導
方法や指導体制の改善・工夫に向けた取組の強化が重要である。

施策４ 望ましい勤労観・職業観をはぐくみます

成 果 課 題

・キャリア教育の推進により、県立高校生の就職決定率は高い水
準を保っており、早期離職率の低下にもつながっている。地域企
業と連携した取組の充実により、地域に貢献する人材の育成につ
ながっている。
※資料１－３ ５、６ページ 指標２６、２７、２８、２９、３０参照

・すべての県立学校でキャリア教育は行っているが、学校間や学
科間において取組には差が出ており、先進的に取り組んでいる実
践事例等の情報を共有するなど、積極的に取り組める工夫が必
要である。

施策５ 障がいのある子どもたちが「地域でともに学び、共に生きる教育」を推進します

成 果 課 題

・ 平成３０年度からすべての県立特別支援学校に地域支援セン
ターを設置するとともに、本校１５校に教育支援アドバイザーを配
置したことにより、相談・研修支援のニーズが高まり、個々に応じ
たきめ細やかな対応につながった。

※地域支援センターの相談件数（件） H３０年度 R元年度（１２月まで）
来校相談 １，１４６ １，２８１
出かける支援 １，４２４ ８００
教育支援アドバイザー相談 ８７０ ６０１

（特別支援教育課調べ）

・第二次福島県県立特別支援学校全体整備計画に基づき、新た
な特別支援学校の整備を進めている。

・特別な支援を必要とする児童生徒は増加傾向にあり、児童生徒
一人一人のニーズに応じた支援ができるように、今後も各地域に
おける支援体制の整備、教員の専門性の向上、校内支援体制の
充実、保護者に対する特別支援教育の理解推進などを進めてい
く必要がある。
※資料１－３ ６ページ 指標３１、３２、３３、３４参照

３



４

施策６ 高度情報化社会を主体的に生きていく力をはぐくみます

成 果 課 題

・遠隔授業等を始めとして、ＩＣＴを活用した効果的な取組を行う学
校が見られた。

・本県教員のＩＣＴ活用指導力や、ＩＣＴ機器の整備状況は、全国で
低い水準となっている。活用事例の収集と周知、研修の質の向上
や教育効果の高い環境整備の在り方に力を入れていく必要があ
る。
※資料１－３ ７ページ 指標３５参照

施策７ 国際化の進展に対応できる人づくりを進めます

成 果 課 題

・令和２年度からの小学校英語教科化の全面実施に向け、小学校
教員に対する指導内容や指導方法、評価等に関する研修会を実
施し、中学校及び高校の英語担当教員の資格取得率の上昇が見
られた。また、高校では民間試験の活用による生徒の英語力向上
を図っている。
※ H28 H29 H30
受験経験者 ６５．３％ ７１．６％ ７２．３％
CEFR B2レベル以上 ３０．３％ ３２．７％ ３３．３％
（対象：中学校・高校英語担当教員）

受験経験者 ３２．４％ ３１．４％ ４３．２％
CEFR A2レベル以上 ３２．４％ ３３．１％ ３２．２％
（対象：高校３年生 ※H28、29は英検のみ・H30は他の民間試験を含む）

（文部科学省 英語教育実施状況調査より）

・中学校、高校ともに、英語教育実施状況調査によると、生徒英
語力、英語担当教員英語力、授業における言語活動時間の割合
などが全国的にも低い状態であることから、改善が必要である。
※資料１－３ ７ページ 指標３７参照

施策８ 公立大学において、社会をリードし、地域に貢献する人づくりを進めます

成 果 課 題

・各公立大学において、教育・研究、地域貢献、国際交流などを行
うための経費として交付、補助された運営費交付金及び各種補助
金を活用するなどして、年度計画を概ね達成している。

・各公立大学において、施設・設備の経年劣化が進行しており、
計画的に改修・更新を行っていく必要がある。



施策９ 地域全体で子どもたちを教え育てる取組を支援します

成 果 課 題

・平成３１年２月に策定した地域学校活性化推進構想を踏まえ、全
ての県立学校における地域との窓口となる「地域連携担当教職
員」の任命、福島県地域学校協働本部によるマッチング体制の構
築等を行った。

・学校と地域が双方向で連携・協働するため体制整備の強化が
課題である。

施策10 家庭における教育を支援します

成 果 課 題

・ 家庭教育力向上のための全県研修を担当した講師が、地区別
研修においても講師を担当し、各地区の共通課題について講義・
演習をすることにより、支援者全体のスキル向上を図っている。
※資料１－３ ８ページ 指標４２参照

・家庭や地域の教育力が低下しており、支援の必要な全ての人に
的確な支援が届く体制の構築や支援者間の横のつながりをさら
に広げること、新たな人材発掘等に向け、各地域における人材育
成やネットワークづくりに力を入れることが必要である。

施策11 生涯を通して学習し、その成果が活きる環境を整備します

成 果 課 題

・県立社会教育施設について、耐震改修工事や各種設備の修繕
等をはじめ、利用者が安心して観覧できる環境の整備を行った
結果、震災前に近い水準まで利用者数が回復してきている。
※資料１－３ ９ページ 指標４６参照

・県立社会教育施設で、耐用年数を超過している設備があること
や、老朽化が進んでいること、県立博物館の常設展示室が開館
当初から大きく変わっていないこと等が課題である。

５

基本目標２ 学校、家庭、地域が一体となった教育の実現



施策12 自然に親しみ、自然を尊重するこころをはぐくみます

成 果 課 題

・自然の家において、心のケアが必要な子どもたちを対象とした事
業の実施や様々なニーズを持つ利用者に対する活動プログラム
を提供することで、利用促進につなげることができた。

・利用者のニーズが多岐にわたっており、不登校傾向の児童生
徒に対するカウンセリングなどをはじめとした職員の研修等が必
要である。

６

施策13 地域に根ざした伝統文化を保存・継承し、地域を愛するこころをはぐくみます

成 果 課 題

・地域と協力して相馬流山踊りや会津早乙女踊り等を伝承してい
る学校があり、全国高等学校総合文化祭や各種発表会に出場す
るなど、活躍した。

・伝統文化に興味関心を持ち、その保存や継承に積極的に携わ
る児童生徒の育成や、地域と連携し学校全体で取り組める環境
づくりを図る必要がある。



７

施策14 教員の資質の向上を図ります

成 果 課 題

・県立学校教員人事公募選考制度については、過去３年間で、５７
校が公募校として、８２名の教員が志願者として本制度を活用し、
学校の活性化と特色ある学校づくりの一層の推進に寄与した。
・平成２９年度には、「校長及び教員としての資質の向上に関する
指標」を策定し、各種研修に活用した。

・校長は学校運営ビジョンと目標、特色、取組等を明確化し、カリ
キュラムマネジメントを進める必要がある。
・教員採用試験では、特に義務教育で倍率が低下している。

施策15 一人一人の子どもに教員が向き合うことができる環境を整備します

成 果 課 題

・令和元年度の「教員の１週間あたりの学内総勤務時間」の結果
は、基準である平成２９年度と比較し一部を除いて減少し、多忙化
解消アクションプランの１年目の目標値である１０％削減を達成し
た職種が半数を超えた。多忙化解消アクションプランの取組状況
調査結果から、学校閉庁日の設定が１００％であることや、部活動
に関する取組、業務や会議の見直しが進んでいる。

・１週間当たりの学内総勤務時間が増加している職種もあり、ス
クール・サポート・スタッフや部活動指導員の有効活用等により、
引き続き多忙化の解消に務める必要がある。スクール・サポート・
スタッフや部活動指導員の人材確保も課題である。

基本目標３ 豊かな教育環境の形成

施策16 透明性の高い、開かれた教育を推進します

成 果 課 題

・学校評議員会の設置は、公立小・中学校において本制度及び本
制度に類似した制度をほぼ全ての学校が導入し、保護者や地域
の意見等を学校経営に取り入れ、開かれた学校作りが進められ
ている。
・市町村立学校園で、１７市町村８９校園にコミュニティスクールの
導入が進んでおり、県立学校でも令和２年度から３校に導入予定。
※資料１－３ １０、１１ページ参照

・小規模の学校等において、学校評議員会を維持していくのが困
難な状況である。



施策17 安全で安心できる学習環境の整備を促進します

成 果 課 題

・公立学校の耐震化やエアコンの設置など、学習環境の整備が進
んでいる。
※資料１－３ １１ページ 指標５９、６０参照

・東日本大震災以降、支援を必要とする児童生徒が引き続き存在
している。
※資料１－３ １１ページ 指標６１、６２参照

施策18 地域における身近な文化・スポーツ環境を整備します

成 果 課 題

・声楽アンサンブルコンテスト全国大会や県総合美術展覧会等の
開催を通じ、県民が芸術活動を鑑賞する機会や発表の場を設け
た。

・県文学賞や県総合美術展覧会については、年により応募作品
数にばらつきがあり、青少年の応募促進をはじめとする裾野拡大
の取組が必要である。

施策19 私立学校の振興を図ります

成 果 課 題

・私立高等学校等就学支援金制度をはじめ、各学種における授
業料等の減免事業により、保護者負担の軽減が図られ、私立学
校へ就学する機会の拡大が図られた。

・少子化の進展により、各私立学校の経営環境がますます厳しく
なることが想定される。

施策20 社会の変化に対応した学校改革を推進します

成 果 課 題

・ 県立高等学校改革基本計画及び前期実施計画を策定し、全て
の再編整備対象校において県立高等学校改革懇談会を開催し、
地域から御意見を頂きながら高校改革を進めている。
・ふたば未来学園中学校・高等学校については、令和元年度から
併設中学校が開校し、未来創造型の中高一貫教育が始まってい
る。

・ 県立高校改革において、再編整備の方向性について御理解を
頂いていないところについては、引き続き懇談会を重ね、地域か
ら御意見を頂きながら、御理解を得られるよう進めていく必要があ
る。
・義務教育では、複式や変則・飛び複式の学級を持つ学校が増加
しており、教育体制の維持、少人数教育に対応した指導方法の研
修等が課題である。

５ 指標について

別冊参照

８


